
    

                               令和 5 年 3 月 3 日 
各  位 
                    会 社 名    株式会社 ナカノフドー建設  
                    代 表 者 名  取 締 役 社 長  竹谷 紀之 

                    （コード番号  1827 東証スタンダード） 
                    問 合 せ 先    経営企画部長  木下   優  
                           TEL 03-3265-4666 
 

株式会社トライネットホールディングス及びそのグループ子会社の株式

の取得（子会社化）に関するお知らせ 
 
 

当社は、令和 5 年 3 月 3 日付で、株式会社トライネット、株式会社パテック、株式

会社トライネット不動産、株式会社住まいる工房及び株式会社創力の発行済全株式を

保有する株式会社トライネットホールディングス（以下トライネットグループ）の株式

を取得し、子会社化いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
   なお、本件は適時開示基準に該当しないことから、開示事項・内容の一部を省略し、

双方の合意により本日開示いたします。 
 

記 
 

1. 株式の取得の理由 
 

当社は、令和 5 年 3 月期を初年度とする中期経営計画において、土木事業の拡大を重

要施策の一つとして掲げており、M&A による土木事業会社の取得を検討してまいりま

した。 
トライネットグループは、昭和 24 年の会社設立以来、長野県飯田市を基盤として、

土木事業を主要事業とする総合建設業、不動産事業、リフォーム事業を展開しておりま

す。同グループは、平成 15 年から持株会社によるグループ企業統括を行うなど、常に

時代の流れを見越した経営の効率化を図り、同地域において盤石な経営基盤を有してお

ります。 
同グループの土木事業に関するノウハウは、全国で総合建設業を展開する当社の土木

事業の拡大に大いに貢献するものであるとともに、当社の建築事業のノウハウがトライ

ネットグループの建築事業の強化に寄与できることから、今般の株式取得により十分な

相乗効果が見込まれると判断いたしました。今後は、双方のノウハウを活かして土木事

業並びに建築事業の積極的な展開を全国規模で行い、さらなる企業価値の向上を目指し

てまいります。 
 

 



    

2. 異動する子会社の概要 
 
(1) 株式会社トライネットホールディングス 

1）商 号 株式会社トライネットホールディングス 
2）本 社 所 在 地 長野県飯田市松尾代田 573 番地 1 
3）代 表 者 役 職 ･氏 名 代表取締役社長 小木曽 逸夫 
4）事 業 内 容 グループ管理会社 
5）資 本 金 81 百万円 
6）設 立 年 月 日 2003 年 8 月 
7）上 場 会 社 と 

当該会社との関係 
資本関係 該当事項はありません 
人的関係 該当事項はありません 
取引関係 該当事項はありません 

8）当該会社の最近 3 年間の経営成績（単位：百万円） 
決 算 期 2020 年 7 月期 2021 年 7 月期 2022 年 7 月期 
売 上 高 57    61    79    
総 資 産 122    126    127    

 
 
(2) 株式会社トライネット 

1）商 号 株式会社トライネット 
2）本 社 所 在 地 長野県飯田市松尾代田 573 番地 1 
3）代 表 者 役 職 ･氏 名 代表取締役 権藤 実 
4）事 業 内 容 一般土木工事、建築工事 
5）資 本 金 71 百万円 
6）設 立 年 月 日 1958 年 10 月 
7）上 場 会 社 と 

当該会社との関係 
資本関係 該当事項はありません 
人的関係 該当事項はありません 
取引関係 該当事項はありません 

8）当該会社の最近 3 年間の経営成績（単位：百万円） 
決 算 期 2020 年 7 月期 2021 年 7 月期 2022 年 7 月期 
売 上 高 1,218 1,359 1,955 
総 資 産 1,246 1,527 1,668 

 
 
 
 
 



    

 
 
(3) 株式会社パテック 

1）商 号 株式会社パテック 
2）本 社 所 在 地 長野県飯田市駄科 2333 番地 
3）代 表 者 役 職 ･氏 名 代表取締役 小林 輝 
4）事 業 内 容 一般土木工事  
5）資 本 金 20 百万円 
6）設 立 年 月 日 1983 年 6 月 
7）上 場 会 社 と 

当該会社との関係 
資本関係 該当事項はありません 
人的関係 該当事項はありません 
取引関係 該当事項はありません 

8）当該会社の最近 3 年間の経営成績（単位：百万円） 
決 算 期 2020 年 7 月期 2021 年 7 月期 2022 年 7 月期 
売 上 高 377 467 453 
総 資 産 176 268 283 

 
 
(4) 株式会社トライネット不動産 

1）商 号 株式会社トライネット不動産 
2）本 社 所 在 地 長野県飯田市本町四丁目 1283 番地 1 
3）代 表 者 役 職 ･氏 名 代表取締役 吉田 智 
4）事 業 内 容 土地販売、不動産仲介 
5）資 本 金 10 百万円 
6）設 立 年 月 日 1996 年 5 月 
7）上 場 会 社 と 

当該会社との関係 
資本関係 該当事項はありません 
人的関係 該当事項はありません 
取引関係 該当事項はありません 

8）当該会社の最近 3 年間の経営成績（単位：百万円） 
決 算 期 2020 年 7 月期 2021 年 7 月期 2022 年 7 月期 
売 上 高 12 29 14 
総 資 産 13 22 12 

 
 
 
 
 



    

 
 
(5) 株式会社住まいる工房 

1）商 号 株式会社住まいる工房 
2）本 社 所 在 地 長野県飯田市松尾代田 573 番 1 
3）代 表 者 役 職 ･氏 名 代表取締役 佐々木 良典 
4）事 業 内 容 リフォーム工事 
5）資 本 金 5 百万円 
6）設 立 年 月 日 2013 年 8 月 
7）上 場 会 社 と 

当該会社との関係 
資本関係 該当事項はありません 
人的関係 該当事項はありません 
取引関係 該当事項はありません 

8）当該会社の最近 3 年間の経営成績（単位：百万円） 
決 算 期 2020 年 7 月期 2021 年 7 月期 2022 年 7 月期 
売 上 高 191    191    250    
総 資 産 54    75    98    

 
 
(6) 株式会社創力 

1）商 号 株式会社創力 
2）本 社 所 在 地 長野県飯田市毛賀 655 番地 1 
3）代 表 者 役 職 ･氏 名 代表取締役 熊谷 洋樹 
4）事 業 内 容 一般土木建築工事 
5）資 本 金 7 百万円 
6）設 立 年 月 日 2015 年 8 月 
7）上 場 会 社 と 

当該会社との関係 
資本関係 該当事項はありません 
人的関係 該当事項はありません 
取引関係 該当事項はありません 

8）当該会社の最近 3 年間の経営成績（単位：百万円） 
決 算 期 2020 年 7 月期 2021 年 7 月期 2022 年 7 月期 
売 上 高 100    115    114    
総 資 産 21    33    37    

 
 
 
 
 



    

3. 株式取得の相手先の概要 
 

氏 名 住 所 上場会社と当該会社との関係 
小木曽 逸夫 長 野 県 飯 田 市 資本関係、人的関係、取引関係はありません 
熊谷 喜久雄 長 野 県 飯 田 市 資本関係、人的関係、取引関係はありません 
松 尾  勲 長野県下伊那郡 資本関係、人的関係、取引関係はありません 
小林  哲夫 長野県下伊那郡 資本関係、人的関係、取引関係はありません 
三浦  哲雄 長 野 県 飯 田 市 資本関係、人的関係、取引関係はありません 

トライネットグループ

役員持株会 
長 野 県 飯 田 市 資本関係、人的関係、取引関係はありません 

 
4. 取得株式数及び取得前後の所有株式状況 
 

名 称 
異 動 前 の 
所有株式数 

取得株式数 
異 動 後 の 
所有株式数 

株式会社トライネット

ホールディングス 
0 株 

（議決権所有割合：0％） 
7,185 株 

7,185 株 
（議決権所有割合：99.79％） 

株式会社トライネット 
0 株 

（議決権所有割合：0％） 
7,100 株 

7,100 株 
（議決権所有割合：100％）

株式会社パテック 
0 株 

（議決権所有割合：0％） 
2,000 株 

2,000 株 
（議決権所有割合：100％） 

株式会社トライネット

不動産 
0 株 

（議決権所有割合：0％） 
800 株 

 800 株 
（議決権所有割合：100％） 

株式会社住まいる工房 
0 株 

（議決権所有割合：0％） 
500 株 

500 株 
（議決権所有割合：100％） 

株式会社創力 
0 株 

（議決権所有割合：0％） 
700 株 

700 株 
（議決権所有割合：100％） 

＊取得価格につきましては、株式取得の相手先の意向により開示を差し控えさせて頂いて

おりますが、専門家の意見を参考にして公正な方法で算出した金額にて取得しています。 
 
5. 今後の見通し 
 
  本子会社化に伴う令和 5 年 3 月期の業績に与える影響につきましては、軽微と

見込んでおりますが、今後、業績に重大な影響を与えることが判明した場合には、

速やかに開示いたします。 
 
 

以 上 


